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Ⅰ 課 題

海外直接投資の ｢新形態｣とくに開発途上国向けのそれについて,-重要性が高まり,OECDなど

で研究が始められている｡これについて前稿 ｢対開発途上国投ffの新形態｣(本誌1981年10月号)に

おいて紹介と研究の予備的考察とを試みたCここに ｢新形態｣というのは次のことを指す｡すなわち

完全所有の支店 ･子会社の設立 ･活動(伝統的エソクレープ型海外直接投資)- 以下 ｢完全所有DF

I｣と呼ぶ- ではなくして,(a)合弁投資とくにマイノリティ出資とか,(b)生産分与方式 (production

sharing),ターンキイ方式,探査開発 ･生産 ･経営 ･販売など各種の技術供与突約- -括して ｢請

負契約方式｣あるいは non-equityarrangements(所有権を伴わない非出でj方式)と称す- ,など

の新しい形態が次々に展開されていることに注目するのである｡｢請負契約方式｣は海外直接投資と

いえないかもしれない｡それ故,海外直接投資の新形態というのでなく,｢国際産業協力の新形態｣

と称した方がよいであろう｡私自身の立場からは,｢国際補完の新形態｣というのが最もふさわしい｡

だが ｢国際産業協力｣も ｢国際補完｣もまだ十分に熟した用語とはいえないので,本稿では依然とし
′

て ｢海外直接投資の新形態｣なるタイトルを残しておくことにしたい0

OECD の DevelopmentCentreが,｢対開発途上国投資の新形態｣に関する第2回研究会を1982

年3月15-19日にわたって催した｡残念ながら私はアジア開袋での仕事と重なったため出席できなか

ったが,この研究会に出されたいくつかの優れた-1'･=R告苔を中心にして,米,英,西独,日など先進国

側から見て,｢新形態｣がどれ程進展しているのかの実態を調べ出してみたい｡これが本稿のねらい

である｡統計の不備から.新形態の進展状況を把握することは必ずしも容易なことではない｡海外直

接投資の所有形態,つまり完全所有DFIとジョイソト･ベンチュア (合弁)のいずれが重要性を高

めているかが,やや正確に検証できる｡しかし ｢請負契約方式｣という新形態については,どうした

らその進展状況がつかみうるかの方法を模索している段階である｡なお,開発途上ホスト国側から,

この問題を検証するという方策が浅されているが,これについては稿をあらためて試みることにした

い｡

私にとって1つの重要な発見が得られた｡米 ･英 ･西独など欧米先進国にくらべ日本だけが,(a)全

海外直接投資のうち対開発途上国向けが圧倒的に多く,(b)｢新形態｣を拭極的に受け容れ実践してい

る,という事実である｡つまり,開発途上国の経済発展を国際的に補完し支援するのに,日本がいち
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ぽん真剣である｡これに対し米･英･西独は先進国間の多国籍企業投資に重点をおいているのであるO

なぜこのような ｢発見｣を断定できるのか｡いくつかの事実,欧米対 日本の憤向差などが先ず明確

に示されねばならない｡そのうえで,｢何故に｣違った傾向が生じたのかの リーズソが 究明されねば

ならない｡そして私は結局,欧米の多国籍企業戦略という国際ビジネス ･アブp-チと,日本のマク

ロ経済的アブ.,-チに立脚する ｢発展志向的海外直接投資｣という対照,つまりアブp-チないし哲

学の相違という問題に帰結するように思われてならないのである｡

Ⅰ 海外直接投資の世界的動向

OECD が RecentZnternaiionaZDirectInvestmentTrends,1981[参考文献 8]なる包括的

な,国際比較の可能な統計データを公表してくれた｡ これはもう1つの信愚性の高い U.N.Trans･

nationalCorporationsinWorldDeveloZ)mentIARe-examination,1978.の良き補完物である.

このOECD統計とヴィヅカリー [12]の統計とによって,海外直接投資の最近20年間ぐらいにおけ

る世界的動向,新形態の進展状況などを,総括的に観察してみよう｡

1) 第 1表に主要OECDllか国の1967-1976に.hたる各年末の海外直接投資ストック額が示され

ている｡1976年で見ると,アメリカが 1,372億 ドルで47.6%を占め依然として巨大である｡しかしそ

れは1967年の53.8%にくらべるとかな り相対的地位 (シェア)を減退させている.イギリスも同様に

1967年の16.6%から76年の11.2%に後退している｡この間に他のOECD諸国の海外直接投資がより

早 く増加し,海外直接投資の供給源が多様化した (開発途上国相互間の投資も増えてきた)わけであ

るが,なかんづ く西 ドイツ (2.8%から6.9%へ)と日本 (1.4%から6.7%)の進出が顕著で あ り.,
/

第 1蓑 先進市場経済国の対世界直接投資スト･Jク (1967-1976)

投 資 国 10億 ド ル (年末) バーセソティジ.シェ

ア･967 1 1971 19 7 3 1975 19 7 6 1967 1971 1973 ･

975119767 } 1) A 56.6 82.8 101.3 124.2 137.2 53.8 52.3

51.0 47.8 47.6イ ギ リ ス 17.5 23.7 26.9 30.8 32.1

16.6 15.0 13.5 ll.9 ll.2西 ド イ ツ 3.0 7.3 ll

.9 16.0 19.9 2.8 ー4.6 6.0 6.2 6.9日 本 1.5 4.4 10.3 15.9 19.4 1.4 ■2.8 5.2 6.1

6.7ス イ ス 5.0 9.5 ll.1 16.9 18.6 4.8 6.P

5.6 6.5 6.5フ ラ ソ ス 6.0 7.3 8.8 ll.1 ll.

9 5.7 4.6 4.4 4.3 4.1ーカ ナ ダ 3.7 6.5 7

.8 10.5 ll.1 3.5 4.1 3.9 4.1 3.9オ ラ ソ ダ

2.2 4.0 5.5 8.5 9.8 2.1 2.5 2.8 3.2 3.4スウニ-テ ン 1.7 2.4 3.0 4.4 5.0 1.6 1.5 1.5 1

.7 1.7ベルギ-.ルクセソブルグ 2.0 2.4 2.7 3.2 3.6 1.9 1.5 1.4

1.2 1.2イ タ リ ー 2.1 3.0 3.2 3.3 2.9 2.0 1.9

1.6 1.3 1.0以 上 小 計 101.3 153.3 192.5 243.8 270.4 96.2

96.8 96.9 94.3 94.2その他の国 (推計) 4.0 5.1 6.3 15.1 16.8 3.8 3.2 3.1 5.7 5.8

合 計 105.3i158.4L198.8 258.9



1976年にはともに190倍 ドル台に達している｡

OECD13か国の合計で見ると海外直接投桁の7°-は放近年ス｡,一ダウンして宋ている01960~

73年では年率12.6%の成長であった.これはGDP成長率の1.5倍であJ),壬Ⅰ易のそれ (14%)とほ

ぼ同じであった｡1974-79年の期間では直接投.ff7I,-は名目では1119%で前期よりやや低率にな.っ

た.だが高いインフレ率 (GDPデフL,-クーで測って)を考慮すると,実質値ではかなりなスT'-

ダウンになる｡

このような海外直接投資の世界的フp-のスp-ダウンについては,上述のような,アメリカの投

資の相対的減少が大きな原因であり,さらにその理由としては多くのものがあるが,先端技術の急速

な普及,アメリカと欧 ･日との技術ギャップの縮小がとくにあげられる01973年10月のオイル三拝件以

後,アメリカの資源開発投弓削ま急減し多くの撤退さえ見たOこの招退は先進国技n'においても工芸投

資においても1970年代に入って急増しているOちなみに,アメリカの関連海外会社新設件数に対する

撤退件数の割合は,1961-65年の9.8%から,1966-70年に26.3%に増加 し,1971-75年には42･0%

に急増している (OECDレポー ト,Table5,p.42)0

2) OECD諸国の対開発途上国投資年額一第 2表-は1965-67年の22.5倍 ドルから1976-78年の

95.9億 ドルに増加している｡別 の計算に よ ると (OECDレポート Table6,p･43),成長率は,

1960-68年7.0%,1968-73年9.2%,1973-78年19.4%であり,1970年代に入ってから急増している

ことがわかる｡これは時価による成長率であるから,実質値についてはいくらか割引かね は な らな

第2表 開発途上国への海外直接投賀フロー
(100万USドル:カレンり

SouyceIDerivedfrom OECD DezJeloPmenLCo･oPeT･ation,
yariousyears,andunpublisheddataprov

idedbytheDevelopmentAssistanceCommi

ttee.出所 :InternationalZnzJesimentandMultl'naiionaLE

nter,･♪Tiscs,OECD,Paris,1981,p.44.
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これは,各国の対世界直接投資に占める対開発途上国向けのシェアである｡日本だけが圧倒的に多く

の直接投資を開発途上国に向けている｡しかもそのシェアは1970年に入ってから増加 トレン ドを も

ち,1977年には56%に達している｡1970年代に入ってから世界の対開発途上国向け投資が急増したこ

とに対して,日本が重要な-巽を担なったことがわかるのである｡

第 1図 総海外投資に占める開発途上国向けのシェア



3) 海外直接投資の ｢新形態｣は

開発途上国からの要請に基づくもの

が多い｡したがって対開発途上国投

資の急増,なかんづく日本 のそれ

と,深いかかわりがありそ うで あ

る｡そして ｢新形態｣の普及が,海

外直接投資の多様化の第3の側面を

なしている｡

｢新形態｣の1面が,海外進出企

業の所有形態の変化である｡これに

ついては,OECDは新たな統計を

示すことなく,第 3表のような国連

調査をそのまま引用している｡信濃

性のあるデータが得られないからで

あろう｡

第3表によると,対開発途上国向

け投資のうち完全所有DFI(100%

ないし95%以上出資)の比率は,ア

メリカの方がヨーロッパや日本 (表

の(Ⅱ)の他の親会社の中に含まれて

いる)にくらべはるかに高い｡しか

第3表 晩発途上国に1951-75年のTTAlに設立された
1,276朋連企業に関する出発比率別分布 (%)

出 資 比 率 :悠 1…喜去; 1961-1965 1966-1970 1971-19

75(I)アメリカの親会社180によるものl 三;o～oA;若 は 95%以上 m Ol100ー058.4I44.512.2 21.4l1∞.037.419.2 100.046.217.8 100.043.

717.3~50%5-49%不 明 5.6 7.9I;;::i 1;::!】 tll.421.710.3 ll.221.53.3 1

0.428.10.4(Ⅱ)欧州とイギリスの親会社135によるものlー100.0 100.0

I■1∝).0 loo.0100%または95%以上 3

9.1;31.6 20.9 18.951-94% 15.4120.1 15.6

16.450% 5.3l 6.6 ll.1 6.65-49%

不 明 諾:;澤 3:; 35.316.6 42.116.0(Ⅲ)他の親会社76によるもの100%または95%以上51.-94%50%5-49%不 明 !100.0亘 .4I;≡;≡l135.6i100.0!16.7h 6.2l 7.1膏 97.1 100.

010.7l;喜善書 1(泊.06.18.27.574.23.9出所..UnitedNati
onsCentreOJITransJlationalCorporations,TTanS

nOtionatCor♪orah'onsfnWorldDeveLopmenL=ARC･exa

mfnaEton,1978.TableIIIl25rbasedondatasupplied by the H

arvard Multinational EnterpriseProject.しアメリカのこのシェアは

,1951年以前の58.4%から1961-65年の37.4%にいったん稀少したものが1966-70年に46.2%と急増

し,1971-75年に43.7%へと微減している.510/O以上のマジョリティ所有のシェアをとって見ても (7

0.6%,56.6%,64.0%,61.0%)同じような変化をたどっている｡したがって,アメリカは対開発途上国投資について,開発途上国の要請と

は逆に,虫近年,完全所有やマジョリティ所有を反って強めているとさえ見えるのである｡ヨーt

' ッパと,日本その他の国の対開発途上国投幣のうち完全所有DFIの占めるシェアは,第3表に

よる限 り,明らかに減っている｡後の節で詳しく枚討するのであるが,日本はこの点に閑しアメリカと

極めて対照的である｡つまり日本のは,完全所有DFIが相対的に少なく.合弁しかもマイノリティ所有の合弁形態が多いのである｡つまり直接投資の所有形態について,日本の ｢新形態｣選好

は,アメリカとは逆に,きわめて高いのである｡この点も記憶しておくべきことがらである｡4) ｢新形態｣の第2の側

面は,各種請負契約 (あるいは non･equity arrangements) の重要性の増大である｡だがそういうものを直接に統計的に把握することは至発のわざであ



第 4表 OECD諸国の全開発途上国向け投資ならびに関連取引

金 額 (Usl0億カレソト･ドル)

1970 1 1976 i 1977 1 1978 1 1979 1 1980

1970-80の年平
均増加率

雫蒜ソ l不変価格

直 接 投 資(1)

技 術 収 入(2)

投 資 財(3)

私的輸出信用

グ p ス(1】

ネ ッ ト(ll

銀行It=ククー･債券貸付

グ ロ ス(4)

ネット(1),(5)

3.7 1 7.9

21.8

9.9

37.7

(1IIncludesdevc]opiTlgOECD:DACde丘nitions.OECD,DeveLo♪menLCoo♪eTaEion,1981Revl'cw.

'2)RtEy,a,Iti:spaanTdNfeetehSir;ae:hd:,iCLI.ke:yGc.e昌･..IAn:ltuhdOer:secs:ilcmuitaet:o;.S,bla,S7e.d,器7fa:andfolr,8F.r;on,ces･.mGeerc:ニnnr_I
ries.Definitionsvarybetweencountries.

【3)Author'scalculationsbasedonOECD,TradebyCommodities.
(4)OECD,FfnancfatSLah'sh'csMonEhZy,externalbondsplusinternationalbankloans.

(5)lAllsources,DeyeLo♪menECooperation,o♪.cii.
(出所) Graham Vickery,WorkingDocumentforMarch1982Meeting,OECD,p.3.

OECDは,各投資国の国際収支表から技術 (ロイヤルティ)収入といったものを数えあげて,それ

をもって新形態第2側面を示す1つの指標としている｡

ヴィッカリー [12】の作成した上の第 4表は興味深い｡先ず ｢直接投資｣は名目額で見ると1970-

80年の間,年率9.2%で増加した｡しかし実質値で見ると,1970-79年の間は4%余であったが,1980

年には急減した｡この急減は主にアメリカの石油投資の撤退による｡

これに対し技術収入 (royaltiesandfees,technicalservicesの合計)は,年16%,実質値で年 5

%で.着実に増加した｡それは直接投汗よりもはるかに高い成長率であり,対開発途上国技術移転の

重要性が高まっていることを示している｡

投資財 (capitalgoods)の先進国から開発途上国への流れが名目22%,突質11%で,最も急速に増

加していることが注目される｡その一部は直接投資とリソクしているであろうが,より大きな部分が

直接投資とは独立な ｢新形態｣による開発途上国工業化によって誘発されたものであるまいか｡この

投資財の流れと平行して輸出 (主にプラソト)信用の供与も,急増しているO

最後の ｢銀行セクタ一 ･債券貸付｣の急増は開発途上国の国際収支困難支援のものが多いかもしれ

ないが,工業化への生産的投資やイソフラストラクチュア建設のためのものも相当に含まれ てい よ

う｡なお技術収入,投資財フロー,輸出信用および銀行貸付を,直接投資と関連したもの (関連子会

社との取引)とそうでない市場取引とに分割せねばならぬという困難な作業が残されている｡これに

ついては後節で,それがなされている国に限って触れることにしたい｡

以上のように,1970180年の問,直接投資にくらべ,それ以外の技術収入や投資財,それをまかな

う資本移動の方が急増大したというホ実から,｢新形態｣の重要性 が増加してきている (少くとも対

- 6-



g
'TZ

%

の
.P

t

N
.g
fT

I

N
.I
t

%

g
JSS

N

.6N
ヤ
ー

%

P
.TN

ト
.g
N
N
-

4
'9
t

./
O
の
.S
N

S
'
N
S
N
-

･
9

'6
寸

./
0
6
.C

N

%

ト
.g
t

9
.n

l:
-

S

.ト
の

N
.e
N

o/冒

.S
t

6
fO
T
I

N
.M
t

寸
.91

./
0
9
.6
Z

N
.∞
N
N

-

6

'LP

%

>
.g
T

%

C
.f･T

C

.ZNT-

e

t9
1

ト
.ト
ー

%
L
tg
]:

9
'S
T

-

g
tC
t

tu
o
p
B
u
!
x

p

3
3
!un

s
a
!J
一
u
n
O
3
B

u
!d
o
r
a
^
a
p
tl
一
!
A

S
3
31
3u

au
Z
品

言

B
uI

P
u
tZ
a
D
U
tZtS!S
S
tl
t
t13
!
tl
q
3
3
7

1
0

1
aCIu
e
E
e
f
r

s}
d
!a
D
a
J
t
q

O
1

1
0

%

tr
S
tl
Saで
)
tJ
n
O
U
a

u
!d
o
tâ
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開発途上国関係において)と推論してよいのではあるまいか｡

OECD〔8〕が技術貿易について作成したのが第 51表である.1977年でみて,開発途上国からの技
I

術収入は,アメリカ810首万 ドルと圧倒的に大きいが,続いてフラソス149百万 ドル,日本 145首万

ドル,イギリス106百万 ドル,西 ドイツ57百万 ドルといった順になっている｡日本の対開発途上国技

術移転が既にかなり大きいことが反映されている.グィッカリー [12]が作成した第6表によると,

日本はフラソスを上回って,アメリカに次いで世界第 2位を占めている (1980年で見るとアメリカの

1,416百万 ドルに対し日本は411百万 ドルの水準に達している)｡

第5表でもう1つ注目すべきことは,対世界総技術収入に占める脱党途上国からの収入の比率が,

日本は1977年で47.8%に達しているのに,他の先進諸国は は るか に低い (アメリカ17･5%,西 ドイ

ツ18.3%,フランス24.3%,イギ リス28.8%)点 である｡このことをいっそう印象的に示したのが

ヴィッカリーの作った第 2図である｡つまり技術移転においても,日本だけが開発途上国を重視し,

その経済発展の促進に真剣に取組んでいる｡他の先進諸国はそうではなく,先進諸国間の技術交流に

中心を置いているのである｡

こうして,日本だけが開発途上国経済発展

の促進に真剣に取組んでいるO直接投資も技

術移転も,圧倒的に多くの部分を開発途上国

に向けているし,合弁投資や請負契約方式と

いった産業協力の新形態を最も積極的に受け

いれている｡日本の ｢開発途上国経済発展志

向性｣と総称しておこう｡何故であろうかと

いう問題に答えねばならないが,その前に,

直接投資とその新形態についての国別動向を

もう少し検討しておこう｡

Ⅲ 米 ･英 ･西独での新形態の進展

1) ア メ リカ

アメ1)カについてはL.G.フランコ 〔1〕

60
%

55

第 2図 開発途上国からの技術収入の
轄技術収入に占める割合

一一一~＼

､一一一一~~●ーヽ

IィEi

出所 :GrahamVickery,WorkingDocumentfor
March1982MeeLiTtg.OECD.p.7.

が



第6蓑 主要先進国のOECI)外開発途上国からの技術収入
(工業所有胤 技術サービス,商業サー

1970I 1971i 1972I

フ ラ ンス currentS

constant1975S

西 ドイ ツ current‡

Constant1975‡

イ タ リー Current‡

constant1975S

El * current!

constant1975辛

イ ギ リス current‡

cDnStant1975$

7 } T) * curTentS

constaBt1975S

ビス)

1973I 1974 巨 97511976

10
.t7.
3

2.4.
3

6

65
6

2

12
6

.4

24
2

5

3

6

5

ワ
一

.

7

2

0

6

.4

6

3

.4一

8

5

5

1

.

4

1

1

4

J｢
6

3

5

33
5

0

1

6

2

7
6

5

3

7

,

8

0

87
1

LL.)
9

2

9

7

0
2

.4-
6

47

4

6

｢▲
5

8

3
.4

2
7

89
7

2

2

6

.
5

5

6

7

4

1

8

1

5

6

8

0
3

5

1

14.5

17.0

93.3

98.8

0

5

1

1

5

6
T
5

4

7

.
7

3

1
1

6

7

l 1977 1 19781 1979∫1980

124.6158.9

126.4152.2

38.5 44.5

38.1 39.2

18.3 43.5

19.8 41.8

145.2173.9

134.4133.7

95.8 103.7

102.7 100.9

761 797

72『 716

146.1160.1

117.3110.0

64.4 74.0

47.3 47.8

25.0 38.9

20.3 26.8

300.4315.1

173.4202.3

118.1109.6

94.3 68.8

9701,167

812 900

SouTCeSIAuthor'Scalculationsbasedonnationalsources.Artisticand別m receiptsexchded.De克-
nitionsvarybetweencountries･ConstantsvaluescalcuJatedby deflatingwith national

GDPimplicitprice】evel(1975-100)andconvertinginto1975･S:OECD,Nah'onatAcco･
unts.MainAggregates1951-1980;IMF,Znternatz'onalFl･nancialStatistics.

出所 :Graham Vickery,Work∫ngDocumentfo,March1982Meet7'ng,OECD,p.6,

' 第 7表 7メリカ多国籍企業の海外支社 (8tlbsidiaries)新設時における所有権形態 (o/.)



第8表 7メリカ多国籍企業の海外支社 (製造工業のみ)新設時におけるマイノリティ合弁の割合



第 9蓑 アメリカ多国籍企業の開発途上国進出支社のうちマイノリティ所有

(50-50%を含む)の割合:産業別

1951-1966 1967-1969 1970-1972 J 1973-1975

非 鉄 金 属

50% (N=24) 58% (N-12)

石 油 精 製

54% (N-22) 67% (N-9)

自動車および部品

53% (ド-72) 40% (ド-20)

プラ ス チ ッ ク

40% (ド-50) 20% (N-10)

政雄および衣類

36% (N-28) 0% (N=2)

産 業 用 化 学

37% (N-68) 36% (N-14)

食品 (タバコを除く)

21% (N-145) 23% (N-44)

薬 品

11% (N-105) 10% (N-34)

事務機器およびコンピューター

11% (N-9) 0% (N-1)

ラジオ･テレビおよび電気焼津

16% (N-25) 50% (N-10)

SourceI Derivedfrom Curhan.DavidsonandSuri.

出所 :LG.Franko,WoTkz'ngDocumellLfoT･March1982Meeting.OECD,p.12.

ティ所有がゼロになっている｡

以上の憤向を,フランコは ､､相対的技術交渉力〝仮説に沿 うものと解 している｡つまり,低い技術

の部門では高いマイ/リティ所有の低向がある｡逆に高い技術,あるいは宣伝 ･販売スキル,ブラン

ドネームに依存する部門ではマイノリティ所有を拒否する｡第 4グループの気まぐれなど- イ ビア

紘,多分1950-60年代では,開発途上国市場をめあてにしたからマイノリティ所有も認めたが,1970

年代に入ってからは世界戦略の一環とすべ く完全所有選好の方向に移ったためであろうO

(C) フランコはもう1つの新形態たる請負契約方式のアメリカ企業における進展について何も触れ

ていないO既にあげたグィッカリーの分析から関連する部分を若干ひろい出してみよう.いま技術収

入を.関連海外子会社 (a氏Iiates)のもの=Raと,技術の市場取引に基づくもの,つまり独立 (inde-

pendent)の技術移転ないし直接投資とは無関係 (unrelated)の技術収入-Ru とに分けよう｡ アメ

リカの対開発途上国全技術収入のうち Ruの占める比率は,1970-80年の間,若干漸増 の傾向を見

せているが,13-17%の程度である (後に検討するイギリスでは50%から伝馬700/.まで増加している

[2,図2])｡その他独立特許料勺 managementfeesについても策定している.いずれもアメリカの

対開発途上国技術移転.;I-J'･fl契約は,市3,%経由の独立のものはきわめて少なく,大部分は傘下子会社

への.したがって預会社の世界性絹のためのものであることが,示されている｡

- 12-



なおOECDの作成した既掲第5表にもどってみると,アメリカについてだけ ｢開発途上国からの

ロイヤルティとライセンス･フィーの対世界技術収入に占める割合｣というのが特掲されている｡こ
′

れをRuとみなすと,それは1970年の12.8%から77年の8.1%へ減少している｡第5表のその上の欄

の ｢開発途上国からの技術収入の割合｣は Ru十Raを示すことになるから,Ruを差し引いたRaは,

1970年の8.4%から77年の9.4%へ増加しており,新形態へ移行とは逆の性向を示している｡

(a) 結局,アメリカの確立された巨大多国籍企業,各種産業でのリーダー企業は,その世界戦略の

ため完全所有の投資を依然として好む｡マイノリティ所有を受け容れるのは,開発途上国側の要求,

政策も左右するが,日本などの latecomer,あるいは小企業,追随企業 (follower),アウトサイダ

-である｡このようにフラソコは結論している｡それ故に,7メ1)カの対開発途上国直接投資は少な

くされるか相対的に後退しネグレクトされつつあるOまた新形態の採用が前進しているとは い えな

い｡アメリカ多国籍企業が開発途上国経済発展の促進を砿極的に目ざすのだといった煩向や問題意識

はいささかも見出されないのである｡

2) イギ リス

イギリスではTheBusinessStatisticsO抗ceoftheDepartmentoflndustryがかなり詳しい直接
/

投資関連データを提供してくれている｡このデ-クを利用してダニ./タとカントウェル [2]が共同

で,興味深くかつつっこんだ分析を試みている｡

(a) 先ず厳密に100%所有のみを完全所有とし,それ以外をすべて合弁投Tfと区分する｡そうする

と第10表の(3欄 のような合弁投資割合 (これを100%から差引いたものが完全所有の割合)が求めら

れる｡この第 10衷および次の第 11表で換討している1965年以前には,合弁投Tfが重要性を増す傾向

にあった｡すなわち1946年以前には,合弁投資の割合が40%であったが,それ以降は52.5%に高まっ

た｡

さて第10表の1978年について見ると,合弁投資比率は,開発途上国で77.2%と高く,先進国で36.0

%と低く,前者への進出割合が30%程度と低いことを考慮に入れると当然のことだが,対 世 界 では

43.6%となっている｡

ダニ ソグは,第 10表 を基礎にして,｢合弁投狩 の重要度はホスト国の所得水準と逆比例する｣と

いう命題が樹立できないものか,と提案している｡上に指摘した合弁投資比率が,開発途上国 (77.2

%)>先進 国 (36.0%)もそうである｡西ヨーロッパ (34.1%)>アメリカ(12.5%),さらに,ジャマ

イカ (81.1%)>マレーシア (79.2%)>7ルゼソチソ(52.6%)もそうである｡国 (市場)の大きさ

とか歴史的関係の違いなども考慮にいれねばならないから,上のように簡単に一般化することは現段

階では許されないであろう｡

1965-1974-1978年にわたる変化を見ると第11表のようである.先ず合弁投資比率は,対世界でみ

ると,1960年代央まで増加傾向にあったものが,1965年の54.9%から,1974年の48.5%,さらに1978

年の43.6%へ減少憤向をたどっている (逆にいうと完全所有形腰の役活傾向が見られる)｡ その原因

- 13-



第10蓑 イギリスの対外直接投賓 :1978年

* インドネシ7.イラン,イラク,ペ
ルシャ湾岸諸国.I)ビア,ナイジェ1)7.サウジアラビア.トT)ニダッド･ト,(ゴ

,ヴェネズ ェヲSourceZDepartmezltOEIndusty,BusinessStatisticsO瓜=e,
BusfnessMoTZitoTM9,ccnsusofOzJerseasAssets

l978出所 .･JohnH.DunningandJolm A.Cantwell,Working
Do-cumentforMarchL982MeeLlllg,OECD,Table1. はイギリス

全海外直接投資の70%程度を占

める対先進国投資で合弁投資の比率が53.3%-→45.5%-36.0%

と減少傾向をたどっているか らで ある｡な

ぜであろうかという重大問題に突きあた

る｡対開発途上国投資においてのみ,合弁投資の比率は59.4%-62.8%-77

.2%とたしかに増大傾向をたどっている｡ここでも何故かという疑問がもたれるとともに,開発

途上国の新形態要請が,この地域へのイギリスの投資を停滞させたのでないかという推軌を いだ か せ

る｡合弁投資比率の国別変化を補うとこうである｡たとえば対アメリカでは1974年の34.

2%から78年の12.5%へ減少している｡反対に 同 じ期 間に,ジャマイカでは55.2%から8

1.1%へ,マレーシアでは48.2%か ら79.2%へ,アルゼソチソでは27.2%から52.6%へと

いうように,開発途上国では著増している｡第11表に戻って,合

弁投資をマジョリティ所有とマイノリティ所有 (ただしここでは50%所有をマジョ1)ティ所有に

入れている)とに細分して検討してみる｡後者のマイノリティ所有の比率では,対開発途上国のが1

978年に23.6%へ急増したことだけが厳著な変化である｡そしてマジョリティ所有形態については合弁投資全体の憤向と軌を一にしている･.つまり対先進国投資ではマジョt)テ



値の増加率を見ると,1965-78年の

期間で,完全所有企業では,対先進

国は7.6倍化,対開発途上 国 では

1.2倍化である｡合弁企業では対先

進国3.2倍化,対開発途上国4.1倍

化である｡総合すると明らかに ｢開`

発途上国離れ｣の傾向にある (第 1

図参照)｡かつてのイギリスの多 く

の植民地が独立し,ナショナリズム

を高めていることも,これに影響し

ていよう｡

(b) もう1つの新形態たる技術そ

の他サービス契約について,先に触

れた Ru/Raを用いて,興味ある分

第11表 イギリス対外直は投茸の所有権形態の変化
(19B5-78) (%)

出所 :DunningandCantwell,WorkingDoczLmenLforM

arch1982Meetl'llg.OECD,Table3and4.折を

果たしている (第12表)oRa-傘下企業からの技術収入が増加することは,先に指摘した完全所有化傾

向と同様に,多国籍企業の海外直接投狩を通じての世界戦略の進展と大いに関連していようo逆に Ruの増加は,技術などの市場価格での分割(u

npackaged)移転,独立移転の進展を反 映 しよう｡そこで,先に所有権形態について顕示された偵

向とパラレルな統合が Ru/Ra比率にも生じていると期待されるO果してどうであろうか｡もう1つ Kt-イギ リス海外進出企業の直接投資資本額, という変数を追加し,Ru/Ktなる指数と
提示している｡この指数が

他とくらべ低いか,時間を通じ低下することは,多国籍企業の直接投資をを通ずる世界戦略の進展を反映するであ

ろうし,それと逆の場合は,技術などの分割 ･独立移転の進行を物語るといえよう｡さて第12表に

よって,Ru/Raの先進国計と開発途上国計とを対比してみよう｡先ず 1977-79年では,先進国1.07

<開発途上国1.80であり,先進国間投資では世界戦略化が破く,対開発途上国では分割移転が強いとい

える.1964-66年とくらべた変化を見ると,対先進国では1.84から1.07に低下し,世

界戦略化が進展させられたことを反映し,逆に対開発途上国では 1.42から1.80へ高まり,技術などの分割移転が推進

されたことを反映しているOこの両者の幌向は,所有権形態においてあらわれた傾向と全く一致する｡

なお Ru/Ktについてもほぼ同様にいえるが対先進国は0.87で不変 に とどまっている｡国別に

見ると,先進諸国では先進国計にあらわれたと同様に,若干 の例外はあるが,Ru/Raは両期間の間に一様に低下している｡例外は デソ7-クだけである｡1977-79年 の丁時点比較では 日本



第12表 特許料その他類似取引からのイギリスの収入

日 本 9.540.45 l 1.74ド.A. 77.
63ニュージーランド

0.13南アフリカ 0.47 i 0.

21 0.13イ ソ ド 0.43

1.31 0.17中 南 米アルゼ:/テ ンメキ シコ ::芸 l0.53 0.660.320.35

1 0.250.090.49世 界

合 計 1.72 1.20 0.74`先 進 国 小 計開先途上国小計 1.841

.42 1.071.80 0.870.49出所 :DunzliLlgandC8ZltWeu,
WorkingDocumentforMarch1982Meehlng.OECD,Table7and9. り高い

ことが目につくoRu/Kt指数

においてもほぼ 同 じ幌向があらわれ

ている｡例外的に増加したのはカナダとオー

ストラリアである｡1977-79

年においてもなお日本は23.35

ときわだって高 い こと,それほどではないが

イタリーが2.29,アメリカが1.31と対開発

途上国平均 (1.13) より高いこ

とが注目される｡対開発途上国

について国別に見ると (サンプル数も少い

が)傾向はそれ程明白でない｡R

u/Raは,インドとアルゼンチン

では開発途上国計の傾向と一致して

上昇しているが,育アフリカとメキシコ

では逆に低下している｡Ru/K

t指数におい ては,南アフリカが不

明だが,インド,アルゼソチソ,メキシコという調査

された3国すべてにおいて,指数の

上昇が見られる｡(C) ダニソクの

論文において産業別 Ru/Ra分析

もなされているが,いまだ利用する

に値する結果に到達していないので,省略する｡ねらい紘,上述フラソコの分析と同じである｡産

業別傾向をも念頭において,所有権形態と技術 ･サービス取引にあらわれた共通の慣向

について.その原因をダニソクは次の点に求めている｡第 1は.一昔前の資源開発やプラソテー

ショソ投資から,高度技術集約的な差別化商品生産-の海外進出に,重心が移ったことである0㍍要

,技術,熟練労働力などの要因から対先進国投資が主力になる｡技術の独占確保のため完全所有形態,また傘下

企業への技術供与が選好されるということになる｡ ′第 2は,ダニソタが ｢合理的投Tf-rationalizedi

nvestment｣と呼んでいるものであるが,世界にまたがる大規模な企業内分菜からいくつかの synergistic(共個的)利益 が得られるような投資のこ



とである｡結局,｢市場の内部化｣に基づく利益をめざして行う投Tfの ことであろう｡巨大多国籍企

業の ｢世界戦略｣実現のための投汗といい直してもよいであろう｡これはまさに独占 ･寡占企業戦略

であって,上の先進国間投資,完全所有形態,傘下企業への技Wl移義という傾向を,意識的 ･積極的

に強めることになるのである｡｢市場の不完全性｣を活用して,｢市場内部化利益｣を実現するのであ

るが,それは巨大多国籍企業の独占 ･31-f占体制というもう1つの市場の不完全性を追加することにな

るのである｡

ところで第 1,第2のすべての要因は,イギリス企業が対開発途上国投LRを軽視し,指指し消極的

になるようにさせる｡そこでの合弁投資と独立技術移転 の相対的増加性向は,開発途上国 の技術能

力 ･経営スキルの向上の結果だとの好意的解釈も与えられているが,むしろ端的にいってかれらのナ

ショナ1)ズムの高まりとそれに基づく外汽規制政策の故であろう.そしてそれが ｢開発途上国放れ｣

をいっそうかりたてているのである｡多国籍企業の海外直接投資を国際経営の立場からのみ解釈する

ビジネス ･アブp-チから導かれる当然の帰結である｡しかしこうであってはならないのである｡

3) 西 ドイツ

西 ドイツの対開発途上国直接投資についてのポラックとリーデルによる論文 [111はいささか趣を
I

異にし,1980年夏に,IFO経済研究所 (ミュソ-ソ)が行ったアγケー ト調査の結果をまとめてい

る.233社からの回答と50を上回るインターヴ3.-を基礎にしている｡西 ドイツも対開発途上国投資

は全海外直接投資のうち約30%にすぎず,1966-77年の間ほとんどこの比率は不変にとどまっている

(第1図参照)ことをまず想起されたい.7ソケートへの回答は,対開発途上国投資には障害が多い

ので,今後の進出を先進国向けにくらべて減らしたいとするものが多いことを示している｡

(a)対開発途上国直接投資における障害 (対先進国投資には見られない)として,日本で議論され

ているものと同類であるが,次の17項目をあげ,それについて回答を求めている｡

1. 現地の資本参加

2. 資金調達

3. 立地の選定

4. 環境 ･公害問題

5. 原料供給

6. 雇用規制

7. 賃金政策

8. 生産技術の選好

9. 生産物についての規制

10. 販売,輸出についての規制

11. 価格決定

12. 税 金
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13. 利潤の本国送金

14. ホスト国政府との対応

15. 法的権利の不確定性

16. 国有化の危険

17. その他

このうち,14のホスト国政府 (authorities)にどう接近し対応するかが最大の困難だとの回答が得

られている｡政府の政策の不確定さや国有化されるかもしれない危険など,安全性 (security)がい

ちばん心配だと見る｡そして開発途上国へ投資してよいとの確信 (conviction)が持てない,とする

企業が多く見出されている｡

第13蓑は,西 ドイツ企業の開発途上国投資シェアの今後5年間の見通しについての産業別集計結果

である｡全産業を通じては,減少を見込むものが43.6%で,増加を見込むもの25.7%をはるかに上回

っている｡著しく悲観的見通しをもつのは,食品 ･飲札 建設,他の資源工業,他の消費財,および重設備

といった,大規模投資を要する産業,製品差別化の強い産業,高度技術集約産業である｡増加見込が減

少見込を上回るものはわずかに電気機器だけである｡これは海外生産の競争が激しいためであろう｡

(b) 市場価格による技術供与.ターンキイ方式,その他の請負契約によるものを,非出資方式と

か,直接投資によるのでない ｢新産業協力方式｣と呼んでいる｡開発途上国から出され るこの要求

が,どの程度障害になるかの回答をまとめたものが第14表(産業別)と第15A表(企業規模別)とである｡

先ず第14表において,｢わずかに｣の総計が44.5% に達し,西 ドイツ企業は開発途上国の要求をそ

れ程障害とは感じていないことを示している｡その中で,｢著しく｣と ｢かなり｣の合計で見るとわ

第13表 西 ドイツ企業の開発途上国投資のシェ7･今後5年間の見通し:産業別

増 加 不 変 派 少

合 計企業数 l % 企業数 l % 企莱数

% 企業数 l %化 学 5 35.7 4 28.6

5 35.7 14 100他 の 資 源 工 業 2 18.2

2 18.2 7 63.6 ll 100重 設 備 12 20.0 22 36.7 26 43.3ー 60

100電 気 鎖 巻 9 42.9 5 23.8 7 33.3

21 100他 の 資 本 財 ll 29.7 15 40.5

ll 29.7 37 100鉄 雄 .衣 類 5 25.0 8 40.0 7. 35.0 20 100

他 の 消 費 財 6 24.0 6 24.0 13 5

2.0 25 1̀00食 品 .飲 料 0 0 0 0

8 100.0 8 100建 設.そ の 他 2 33.3 0 0 4 66.7 6 100計 521 25.7 62 30.7 88 43.6 202 100

SourccIIfo-Institute'ssurvey in:Q.J.Halbach,R.Osterkamp,J.Riedel,Investitionspo

litikderEntwicklungsanderund.derenAuswirkungenaufdaslnvestitionsverhalten
deutscherUnter･nehmen,ForschungsauftragdesBundesministeriumsfiirWirtschaft.Mt

inchen1980.出所:ChristianPollakandJGrgenRiedel,Wo



第14蓑 西 ドイツ企業の開発途上国投資において,非出賀方式要求が障害になる程度 :産業別

著 し く ミ Iか な り わ ず か に

合 計企 業 数 % l企 業 数 % ｢云盲 放!%l
企 業 数 %化 学 5 41.7 4 33.3

3 25.0 12 100他 の 基 礎 工 業 1 10.0

2 20.0 7 70.0 10 100エンジニ ア リソ〆 10 .17.9 21 37.5 25 44.6 56 100
電 気 工 業 3 16.7 9 50.0 6 33.3 1

8 100他 の 投 資 財 3 10.7 14 50.0

ll 39.3 28 100秋 鮭 .衣 演 4 22.2 6

33.3 8 44.4 18 100他 の ■消 費 財 4 21.1 5 26.3 '10 52.6 19 1

00食品 .飲料 .タバコ 0 0 2 28.6 .5 71

.4 7 100`建 設 2 40.0 1 20.0 2- 40.0 5 100計 32 18.5 64 37.Ol 771 44.5 173
10
0出所 ･.PollakandRiedel,WorkingDocumentroyMarch1982MeeLJ'ng.O

ECD,TableB.3.p.61.第15A表 西 ドイツ企業の開発途上国投資において.非出資方式要求が障書になる程度 :企業

規模別著 し く 一1 か な り わ ず か に 合 計企 業 数 l %

企 業 数 一 % 企 莱 数 : %I 企 業 数 l %雇 用 者 数200人 以 下 5 26

.3 9 47.4 5 26.3 19 100200 - 999 14 21.2 17 .25.8 35 53.0 6

6 1001,000.-4,999 8 14.0 23 40.4 26 45

.6 57 1005,000人 以 上 5 16.1

15 48.4 ll 35.5 31 100計 32 18.5 64 37.0 77 44.5 173 100

第15B表 西 ドイツ企業の開発途上国投資において.非出賀方式要求に適応できる程

度 :企業規模別佃単にできる いくらかできる 全 くできない 合 計 1

企■業 数 1 % 企 業 数 l% 企 業 故 I o,I. 企 業 数 l %雇 用 者

数200人 以 下 10 52.6 8 42.1 1 5

.3 19 100200 - 999 27 42.9 18 28.5 18 28.6 63 1001,000- 4,999 22 40.7 21 38.9 ll 20.4 54 100.
5,000人 以 上 12 37.5 19 59.4 1 3.1 32 100

汁 71 42.3 661 39.3 31 ■ 18.5 168 土oo出所 :PollakandRiedel,Wol･kl'1ZgDocumentforMarch1982Meeting,OECD,TableB.



度についての普遍妥当性をもつ説明は見出せない｣となげいているoただ西 ドイツの最も強い化学工

業について･それは技術独占を武器とするものであるから,｢新産業協力方式｣には適しないと指摘

している｡

(C) ｢薪産業協力方式｣が ｢障害になる程度｣と,それに ｢適応できる程度｣とが,進出企業 の規

模の差によって果して異なってくるかどうかは,残された興味ある問題である｡第15A表によると.

小企業 (200人以下)はかなり障哲をこうむることになるが,逆に第15B表で見ると,小企業は簡単

に適応できるとしている｡ここに調査の矛盾を感ずるO同様に中企業 (200-999人)と大企業 (1,000

-4,999人)紘,障害を感ずること最も少いグループなのに,全く適応できないという回答が最も多

い｡巨大企業 (5,∞0人以上)のみは,障害を感ずる程度は少い方であり,同時にかなりよく適応で

きるという関係になっている｡したがってこの点の調査は再検討を必要としよう｡

西 ドイツについての要約は,この小節の冒頭に述べたから,それを振り帰ってほしい｡

Ⅳ 日本の開発途上国投資の進展

日本の海外直接投資は,上述の米 ･英 ･西独とくらべて,次のような顕著な相違とか特徴をもつこ

とが,虎に明らかになった｡(a)全体として最近になって (とくに1970年代に入ってから)急成長して

きた 1atecomer(後発投資国)である｡(b)対開発途上国向けが全投資の50-60%に達し,欧米の20

-30%台にくらべ圧倒的に多く,しかもこの比率は1970年代に入ってから上昇を続けている- 日本

`の開発途上国経済発展促進の重視｡(C)開発途上国向けについてとくに顕著であるが,直接投資の ｢新

形態｣あるいは新産業協力方式の受容性向が欧米にくらべとび抜けて高い｡(b)と(C)とあわせて,日本

だけが,開発途上国の経済発展を,国際的補完を通じて,助長し促進するのに,真剣であり熱心であ

ると結論しうる｡

このような日本の海外直接投資の特色がなぜ生じたかの理由をさぐり出せるような,もう少し詳細

な分析を展開してみたい｡単に ｢後発投資国だから｣という理由づけ,したがって ｢日本もやがて欧

米と同じ⊥<クーソをたどるはずだ｣といって済ませないものが存在するように思われてならないから

である｡小帯挿管教授が主たなされた調査 【3]を基礎にしているが,私の見解も数多く托り込まれ

ている｡データは,通産省産業政策局編 『昭和54年度版 ･わが国企業の海外事業活動』に依拠してい

る｡もっと最近年のもあるが,欧米と比較のため1979年3月末の数字を用いることたした｡

1) 揺 . 戟

第3図は,1979年3月末という一時点についてであるが,日本の累811'直接投資額の産業別 ･地域別

分布を総観するに便利である｡ ∫

(a) 封開発途上国向けの全海外直接投汗に占めるシェア (1979年3月末 ･累積額)は･56･5%であ

って,米 ･英 ･西独などにくらべとびぬけて高いことは,既に放れた｡
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第 3図 海外直接投資の業は別.地域別分布 (1979年3月末累計金額)

川 % (単位:%)

摘 発
IrJ･-ビス糞
そ の 他
(38.7%)

測 道 菜

(36.3%)
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:::7,∫

A ●.▲L■_I.■.
.;:二(.1_0, p4.90

50% 100%(出所) 通産省産業政端局

編,｢昭和54年度版わが国企業の海外事業活動｣p.9.(注) 外為許可統計 ①不動産･

支店を除く ② E:ヨ 部分は発展途上地域(b) 日本の海外直接投資は,商業-38･7%,汽源

関連産業へ25.0%,製造業へ36.3%というふうに向けられている｡資源関連産業がやや少い

ので鳩づっとはい えない が,製造業の中には,食品,木材 ･紙パルプ,非鉄

金属など日木の必要半製原材料調達目的のものがかなり含まれているので,再分類すれば資源関連産業グ

ループはtiあるいはそれ以上に達するのではあるまいか｡とまれ 資源産品 ･原材料の海外調達目

的のものが大きな割合を占めることが先ず旺目されねばならないCその中で,第3図そのままの数字に

よるが,開発途上国向けが,66.9%を占める｡(C) 製

造業投資のうち開発途上国向けは72.1%を占め,圧倒的重要性をもつ｡米 ･英 ･西独などの製造業直

接投資は,先進国相互間のものが大部分であったのと,きわだった対照を示している｡日本のFE倒

的に多い対開発途上国製造業投資において ｢新形態｣が積極的に採用され,それ故日本の新形態受容性向が高くなっているという関係が,後に見出きれる｡

(a) 商業等部門への投資が全体の38.7%も占めるということが,



なお商社の進出は先進国向けが66･7%と圧倒的に多く･開発途上国向けは,資源調達や製造業投資

の場合と逆に･少いのである｡さらに,す く･後で明らかになることだが,商業部門では完全所有の旧

形態をとる性向が･他の部門にくらべて強い｡なぜであろうか○いずれにしても ｢商社の役割｣問題

を省略しては･日本の海外直接投資活動を論じえないという問題が認識されるのである｡

2) 合弁形態選好

第16麦は･産業別の所有権形態の分布を示している｡全体では,完全所有は40.9%であり,95%以

上所有をも加えると4318%となり,前出第 3表の米 ･英の対開発途上国投資とくらべ大差がない (こ

の意味で,第 3蓑(Ⅱ)の楓でもって 日本のを代表させることは,対開発途上国投資 と対全地域投資

〔第16表〕との違いがあるが,~ミスリーディングであろう)050%を含めそれ以下を マイノリティ所

有というと,それは39･4%であって,半分に達しない｡つまり全体で見ると,所有権についての新形

態受容性向は,米 ･英と違って著しく高いというわけではない｡しかしこれは完全所有の多い商業の

ウエイ トが高いことから生じた結果である｡

産業別で所有形態に差があることが目につく｡完全所有は,農林漁業14.3%,製造業22.2%,鉱業

42二1%の順に低く,逆にマイノ.)ティ所有はそれぞれ48･1%,54.9%,40.8%と高い｡完全所有のシ

ェアが高いのは商業66.3%と ｢その他｣57.3% (マイノリティ所有のシェアはそれぞれ19.0%と28.4

%と低い)である｡｢その他｣は商業と類似しているから,両者を合体して考察してもよいが,｢その

他｣のウエイトは小さいので,以下では省略する｡

第16蓑 日本側出資比率別業種別現地法人の分布 (1978年3月末)
(現地法人数･カッコ内%)

菜種(現地法人)日本側出資比率 董 ( ≡ 製追f 業 l 宿莱 そ*の他 -

■コ計(1)100% 19 32 395 804
208 1,458(14.3) (42.1) (22.2) (66.3

) (57.3) (40.9)【2)95%以上-100%未満 7 1 49 36 12 105(5.3) (1.

3) (2.7) (2.9) (3.3) (2.9)【3150%超-95%未満 43 12 360 146 40 598(32.3) (15.8) (20.2) (ll.

8) (ll.0) (16.8)(4150% 5 1 213 61 21 301(3.8) (1.3) (12.0)

(5.0) (5.8) (8.4)(5125%以上-50%未満 51 15 569 138 60 833(38.3) (19.7) (31.9) (ll.4) (16.5) (23.

4)(6)25%未満 8 15 196 31 22 272(6.0) (19.7) (ll.0) (2.6) (6.1) (7

.6)計 133(100.0) 76(100.0) 1,782(100.0) 1, 213(100.0) 363(100.0) 3,567(1

00.0)(7】マイノリティ所有(4)+(5】+(6) (4yl'! (43.T8) 978(54.9) 230(19.0) 103(28.4) 1,406(39.4)
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いちばん重要なのは,所有形態における製造業と商業のコントラス トである｡そこで両者を地域別

に対照させたのが第17表であるo製造業対先進国投汗では,旧形態選好が相対的に強い｡完全所有の

シニアで見ると･北米56･9%とかなり高いO次はヨーpッパ向けで39･4%,オセアニア向けは23.4%

となっている｡

これときわだって対照的に･対開発途上国向け製造業投資 (そのウエイ トは大きい)では,新形態

選好が顕著である｡完全所有のシェアは,中南米21･6%,アジア15.3%,中東 3.8%,アフリカ5.0

% (道にマイノリティ所有のシェアはそれぞれ48･6%,62･2%,88.5%, 70%ときわめて高い)｡ こ

れが特筆されるべき特色である｡

｢商業｣の所有形態は,製造業と違っている｡既述のように対世界で完全所有が 66.3% と高いだけ

でなく,先進国と開発途上国とを問わず旧形態選好が強い｡完全所有のシェアを見ると,対先進国で

紘,北米75･0%,ヨーロッ′く67･00/.,オIt:7ニア59･30/.である｡対開発途上国では,中東81.3%と最

も高く,次いで中南米72･3%であり,アフリカ58･8%とアジア51,6%がやや低いという状況である｡

ここで商業投資のウエイ トは対先進国向けが圧倒的に大きく,対開発途上国向けは小さいことを想起

しておいてほしい｡この商業投資における.全地域にわたる旧形態選好が,検討に値するもう1つの

特色である｡

3) 資本 ･技術 ･経営スキルの一括的 (package)移転たる直接投.Yfではなく, 生産分与,技術供

与,メ- ソキィ,その他の請負契約といった非出資の ｢新産業協力方式｣を日本がどれ位採用してい

るかという,｢新形態｣問題の も う

1つの側面がある｡だがこれは実証

することがかなり囚姓である｡この

困難な仕事を,小帯教授が,日本の

進出企業が受取る収益の種頴の違い

から,間接的に推論するという, 1

つの興味ある方法を提供している｡

これを紹介しておこう｡大企業の進

出と中小企業の進出とに分け対照さ

せるのであるが,一社当り平均海外

投資額 (19乃年3月末)紘,大企業

からのは3億8,460万円,中小企業

からのは6,090万円で,6倍以上?

差がある｡

第18A表は大企業からの海外投;f7

第18A表 日本本社企業の形態別海外受取収益一大企業*
(1978年 3月未)(単位:百万円)

､
取
磁

≠
t:..･:.I:I:;

｢
.1億
悼
収

氏
林
漁
業

菜

＼

-J
/.I

配 当 金

貸 付 金 利 息

ロイヤルテ ィ

その他受取収益**

合 計

200 13
(10.0%) (0.5%)

488
(24.4%)

t2,367
′二つ3,5%)

294 1 129
(14.7%) 〔5.1%)

7,011
(19.2%)

287
(0.8%)

3,743
(10.3%)

36,417
(100.0%)

調 査 企 業 数 10 1 7 1 320 1 87

一社平均海外収益 ∃ 199.8 361.7 ! 287.9 1 418.6

* 大企業とは,払込資本金1億円以上のもの (ただし卸売商に
ついては3千万円以上,小売商については1千万円以上)

** 生産分与.コソサルティン〆.マネジメソトなどの報酬
出所 :前出 p.94.
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の収益形態である｡ここで ｢その他受取収益｣というのは,生産分与,IT'Jr-fi経営報酬,資本財 ･原材

料など投入財販売からの利益などであり,技術供与に対するロイヤ/ンティ収益と並んで,新産業協力
′

からの収益とみなしてよい｡｢その他｣を狭滋の ｢新産業協力収益｣と呼ぶことにする｡

(a) 欧米の完全所有の自社鉱山 (captivemines)方式であったならば,配当金 が最大の収益にな

るはずである｡日本の鉱業投幣ではそれはわ+:かに0.5%で,93.5% という大部分が焚付金利息であ

る｡これは,El本は資源産品入手のため上流活動を自らやることができず (欧米企業の独占 ･寡占体

制に先占されているか,開発途上国の資源ナショナリズムのため),株式出lZfを全 くしないかごくわ

ずかしかしない融資買鉱や長期購買契約という新形態に頼ってきたからである｡巨大な投資を要する

資源開発をやるには,日本側に資本が不足していたか,巨額の資金を寝かせるリスクを負いえなかっ

たことも原田である｡開発 ･生産という上流活動からの利益をElざしたのでなく,資源を調達し日本

へ輸入して来ることにJ最大のねらいがあったのであるCこういう開発輸入をオーガナイズし仲介した

商社の利益に帰した分が多いであろう｡なお第16蓑によると完全所有の鉱業投資が42.1%もある｡そ

れなのに配当収益がわずかに0.5%であるのは,日本出資の鉱山が (別の調査によると79,2%まで)

損失か利益を生みえない状況にあるからであるO
メ

(b) 農林漁業も鉱業と類似している｡欧米流にプランテーションでやると配当金収益が大部分にな

るはずである.日本では50.90/.までが新産業協力報酬であり.24.4%が貸付金利息,14.70/.がロイヤ

ルティであり,配当金は10%と最低であるC合弁投汗の経営 ･技術指導など新産業協力方式が多いこ

との反映であろう｡

(C) 製造業投資では収益源泉がいくつかにはは均分されている.配当金37.20,I.が広大だが,次いで

ロイヤルティが28.80/.,貸付金利息が18.7%,新産業協力収益が15.3%という状況であるo先進国向

けと開発途上国向けに分割できない (デーク不足のため)のが残念であり,そのため上の結果は唆昧

である｡かりに先進国向け製造業投梁 (第 3図によれば,それは27;9%を占める)はすべて配当金だ

けをもたらすと仮定すると,残 り.の配当金収益は,37.20/.-27.9%-9.3%と僅少割合になる｡つま

り,このような推論が許されるならば,対開発途上国製造業投資では,先の鉱業 や農林漁業 と同様

に,配当金収益は最小割合であり,大部分は3つの新形態協力 (ロイ ヤル ティ,貸付金利息,その

他)からの収益ということになるPである.

(d)商業だけが収益の69.7%を配当金から得ていて他の部門と全く対照的である｡これは商業のみ

が完全所有の旧形態選好が払いことと対応している｡さらにもう1つ,第18A表の大規模商業 (総合

‡行社)つ-辻当:)T･甥 収益が4億 1,860万円と高く,他の部門をはるかに上回っていることが目につ

:っ他の部門の直接投資活動,こ:IJ--ガナイズし,それと関連して生ずる輸出入取引を仲介することか

机が-:'::や'1大きな収益をあげうろこ ･･T TL'zJtであろう｡しかしこの商社の仲介較能は,他部門の海外進

出活動を容易にし,それらに多大の佼三笠7f与えていることはいうまでもない｡

次に第18B表の中小企業のケースを上述と対照させてみると,兜妹あるポイントが追加できる｡た
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だしサソプル企業数が少なすぎて,

一般化がためらわれるケ-スが含ま

れている｡

(e) 中小企業の農林漁業投資では

技術 t{ィヤルティが59.2%と最高で

ある｡大企業の場合はその他の ｢新

産業協力収益｣が最大であった｡ し

かしロイヤルティで あ るか ｢その

他｣であるかは広義の新産業協力方

式という観点から見れば大 差 は な

い｡中小企業の場合でも大企業の場

合と同様に,配当金収益が10%と最

低である点が共通の特色である｡

iZIF

第18Ⅰ‡表 日本本社企業の形態別海外受取収益一中小企業
(1978年 3月末)(単位:百万円)

海外か l
らの受取
収益形態

配 当 金

貸 付 金 利 息

pイヤルティlその他受取収益

合 計

調 査 企 業 数 l

一社平均海外収益 0 1 17.7 18.3

出所 :前出 p.94.

(∫) 中小企業の製造業投資では,大企業の場合と追って,配当金収益が52.0%に達し他の収益源よ

りも最高である｡これは開発途上諸国の輸出加工区への小額投資 (それが多い)や対米投資は完全ま

たはそれに近い所有形態が許されたことの反映 であ ろ う｡一社当りの配当金は大企業の場合は 1億

700万円であるのに対し,中小企業では920万円にすぎない.

(g) 商業部門で決定的な相違があらわれている｡大企業では配当金が69.7%で他の新形態収益を圧

していたのに.中小企業の場合にはロイヤルティ収入が64.6%を占め,配当金収益は13.6%にすぎな

いのである｡ロイヤルティ収入は,大企業の場合一社当り平均330万円にすぎないのに,中小企業で

はそれを上回って 1,180万円に達している｡中小の商社は多 くの場合特定商品を取扱う専門商社であ

って,その専門商品に関する技術供与に,より大きな関心をいだいているといえる｡

結局,中小企業の場合は,商業をも含め.すべてにおいて (鉱業投資は中小企業ではや られ な い

が),大企業にくらべて,新産業協力方式を受容れる性向が 強いといえよう｡逆にいえば,世界的規

模で活躍する大総合商社だけが旧形態 (完全所有で配当利益志向の)選好であり.規模の大小を問わ

ず他の部門ならびに中小規模商社では,新形態受容性向が高いのである｡

Ⅴ 総括一欧米型と日本型

かくして.海外直接投資,とくに開発途上国向けについて,欧米のと日本のとで決定的な相違,き

わだった対照があることがわかった｡だがその原因はどこに求められるのであろうか｡

1) 欧米型海外直接投質は,巨木多国語企業の世界戦略に基づいてなされている｡つまり,高度技

術集約産業や差別化商品 ･寡占商品を中心にして海外直接投資が振興され,世界的規模での企業内分

業そして市場内部化の利益が挙げられるように,拠点づくりが促進される｡このことの当然の結果と
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して,(a)先進国相互間直接投狩が圧倒的ウエイトを占める｡(b)完全所有の旧形態が選好され,それへ

の復活傾向が見られる｡道に,(C)開発途上国向け直接投資 は軽視され ｢隅先途上国難れ｣の傾向さ
∫

え生じている｡(d)開発途上国の突きあげによって,いやいやながら ｢新形憩｣をいくらか採用するよ

うになっている｡しかしそれが ｢開発途上国離れ｣を加速化させる一因ともなっている｡(e)欧米から

の開発途上国直接投資は,後者の国民的経済発展を着実に順を追って補完し促進していくといった配

慮は念頭になく,せいぜい世界戦略の一環としてのみ開発途上国投Tfをも考えているにすぎない｡

欧米の多国籍企業自体はいうまでもなく,それを支持する研究者も,｢国際的ビジネスアプローチ｣

しか分析道具をもっていないのである(〔6〕参照)｡本稿で取上げた欧米の諸拙告が上述のような傾向

の摘出に到達したのも,国際ビジネス7ブローチからの当然の帰結である.たとえばアメ1)カについ

ては187の巨大多国籍企業だけが分析の対象とされ,簡単技術の標準化された商品や,中小企業の役

割など,はじめから全く念頭に浮かんでこないのである｡

2) 欧米型と著しく対照的な日本の対開発途上国直接投資の特色は,上の ｢国際ビジネスアブp-

チ｣とは異なる,私の ｢マクロ経済的アブp-チ｣ないし ｢国際分業論的アブp-チ｣によって,は

じめてぴったり解明できるものと確信する｡

先ず,｢日本は latecomer(後発投資国)だからだ｣という,欧米から出され日本の多くの研究者

も賛成している原困論があげられるOたしかに,国際ビジネス7ブローチから見ると,それで説明で

きる面もある｡たとえば,日本が後発投資国で,日本企業の能力が欧米にくらべ劣っていたから,先

ず対開発途上国進出に集中しなければならなかったし,交渉力が弱いから ｢新形態｣を受け容れざる

をえなかった,などといえなくはない｡だがそれだけでは説明しきれないことがらが沢】｣｣或るように

思われてならないのである｡

3) 戦後E]本の急速な経済発展の過程に対応して生み出され,次々に変化してきた.日本経済とホ

スト経済との問の比較生産型構造に即応して,対外直接投資が順を追ってなされた｡つまり国際分業

の形成 ･拡大というマクロ経済的配慮に基づいていたことに注目しなければならないのである｡また

この結果,日本と開発途上ホスト国の経済発展が相互に共存共栄的に促進されえたのである｡

(a) 地下資源や農林水産物は,日本と相手国との比較生産費格差のきわだって大きいものであり,

その ｢開発輸入｣は相互に巨大な利益をもたらし,貿易を拡大し,痘済発展を促進する｡インドネシ

アの石油開発に,日本が初めて融賛買鉱 (productionshariTlgの一種といってよい)なる ｢新形態｣

を採用したように,日本は新形態受容に抗極的であったOまたその方が,日本の資本 ･技術の不足,

他方ホスト国の所有権確昧要請からみて,お互に好都合でもあったのである｡

(b) 急速な経済成長に伴う労働力不足化とほ金高騰から,日本は労働集約財あるいは労働集約的生

産プロセスにおいて比較劣位化したので,そういう産業から最初に企業進出した｡それらは近隣の労

働豊富国で比較優位になりうる (不足している資本,技術,経営スキルが日本の直寧投資によって補

完されれば)産業であった｡こうして ｢比較生産空.1変化に沿った｣El木型貿易志向的海外直接投資が
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創始され拡大していった｡それがホス ト国の経済発展志向的な国際的補完として大いに貢献したので

ある 〔小島〔7〕,第 9章ならびに〔5〕,参照〕｡

このように日本は1960年代の労働力不足を労働il三約産業の近隣諸国への企業進出,そこからの労働

集約財の海外調達によって克服した｡これに対し西 ドイツなど西欧諸国は近隣開発途上国からのゲス

トワーカーの大量移入という解決方法をとった (それが現在の大量失業の-原田になっているといわ

れている)｡どちらが当事国と相手国の双方にとって望ましい方策であったか,検討してみるに値する

問題である｡多分西 ドイツ方式はビジネスアプローチからほ正当化されるが,国際分業論アプローチ

には反する方策であったであろう｡

(C) 日本の対開発途上国直接投資では,大企業よりも中小企業の進出が多く,大きな役割を果たし

たといあれる 〔〔10〕の第1章および 〔9〕,参照)｡巨大多国籍企業の世界戦略という欧米型の国際ビジ

ネスアプローチからは到底考えられない現象である.しかしこれも上の(b)'と同様,動態的比較生産費

に沿った進出という観点からは,十分に納得のいくことがらであり,日本と近隣開発途上国双方の経

済発展に大いに貢献したのである｡

4) 資源産品の開発輸入,労働集約産業あるいは労働集約プロセス-の海外企業進出,さらに中小

企業による小規模投資.しかも ｢新形態｣を大幅に受け容れた対開発途上国投資というものは,1つ

の親企業がごく限られた海外投資をや り,世界各地とくに開発途上諸国に,バラ′ミラに散在(scatter)

させることになる｡欧米巨大多国籍企業の世界戦略による組織的拠点づくりとは全く異なる｡海外進

出に弱い上述のような日本企業の海外直接投資を助け,オーガナイズするにも,また広く散在された

企業進出を結び合わせるにも,仲介者がどうしても要るということになるOそれを果たしたのが ｢総

合商社｣(さらに海外進出している銀行)の役割なのである｡総合商社の役割については別 に論じた

〔〔7〕,pp.388-91,および〔4〕,pp.20-23〕ので,詳納 ま繰 り返さないが,｢無数の小規模海外直接

投資は,総合商社の能率約 ･自由競争的な貿易践能によって結び合わされれば,全体として,巨大かつ

能率的な多国籍事業活動が形成できる｡この全体が日本型集団的多国籍事業活動なのである｡｣〔〔7〕,

pp.388-89〕｡

5) 動態的比較生産費に沿った順次的海外直接投資といったマクロ的,国民経済的に見て合理的な

行動は,総合商社 (それに大銀行と,多分政府の賢明な行政指導)のリードによって実現されえてい

ると解される｡個々の企業が利潤を求めて海外進出することにおいて欧米の多国籍企業と異なるとこ

ろはない.このことは否定できない｡だが自企業のことしかわからない個々のメーカーでは,比較生

産費とその変化といったものは十分に把握できない｡世界にわたる情報網をもち,すべての産業,さ

らに輸出も輸入も,見渡しうる総合商社によって,比較生産班とその変動は,はじめて的確に行ない

うるし,総合商社はその経験を拭4/C･いる｡総合商社は,私のい う比較生産費に沿った海外直接投

資,つまり採算に乗る海外直接投資を助言し,オーガナイズし,ときに自らも資本参加する｡そして

海外での生産物を日本-輸入しさらに節三国へ輸出する｡これは進出企業が比較優位産業に成長する
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のでなければ不可能なことであり.そうでなければ前社自身も仕11日こならないか投をするこ とに な

る｡他方,商社は進出企業の必要とする機械設OL7i.(投資財)や原材料を,広も低廉な供給源たる日本
∫

や第三国から,適切なタイミソグで供給する｡これも比較生産粥に沿ってのみ行ないうる｡つまり商

社の本来の使命たる貿易は,比較生産非に沿った海外直接投資によってのみ.その輸出と輸入の両面

で拡大され,商社の利益の源泉となりうるのである｡

6) 商社の伸介を通ずる散在的多数小規模海外直接投汗の統合ということは.欧米多国籍企業がや

っている ｢市場内部化｣と同じことなのか,という疑問が出されるかもしれない｡市場内部化という

のは企業内分業という一つの制度的統合であり,独占行動を導き易い｡これに対し,総合商社による

情報の提供,海外直接投資の促進,それをめく･Lる貿易取引の拡大などは.適正なコミ･/ショソを得て

(つまり市場価格で)行われる一過当競争といわれるほど自由競争的である-｡したがってそれは換

能的統合なのであり,市場的統合に等しいといってよいのである｡

これと関連して,商社は欧米型多国籍企業と同様に,完全所有の旧形JlE海外進出を選好している,

という点がもう1つの疑問として残る｡これは,世界にまたがる商社活動一情報蒐弧 貿易 ･投資 ･

為替取引の仲介ないし代理など-はどうしても高度の較密保持を必要とし,そのノウ-ウはホスト国

に容易に公開できないためであろうか｡それとも委託業務 (indentbllSiness)という性格上,現地独

立法人でなければやれないのであろうかoなお検討を要する問題である｡

7) 結論として,マクロ経済的アプロ-チがもっと重視され,比較生産掛 こ沿った対開発途上国直

接投資 (もっと広くいえば,発展志向的国際的補完〔5〕)が,軽視されE3摺されるのでなく,日本が

其剣に実践してきたように,今後世界的にいっそう振興されることを,待望してやまないのである｡
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